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サステナビリティ基本方針の制定および 
マテリアリティ（重要課題）の特定に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023 年３月 24 開催の取締役会において、下記のとおりサステナビリティ基本方針の制定お

よびマテリアリティ（重要課題）の特定について決議いたしましたのでお知らせいたします。また、あ

わせて今後の取り組みおよびサステナビリティ推進体制についてお知らせいたします。 

 

記 

 

１．サステナビリティ基本方針およびその目的 

当社は、次のとおり「サステナビリティ基本方針」を制定いたしました。サステナビリティ基本方

針は、サステナビリティへの取り組み等を検討するにあたって、当社役職員が大切にすべき価値と目

指す目標を示したものです。 

 

【サステナビリティ基本方針】 

 

私たちは、「誠実」「社会貢献」「開拓者精神」からなる創業精神のもと、これまでもこれからも「新製品・新

技術の立ち上げによるお客様満足を通じた利益の最大化」を通じて持続可能な「より良い世界（社会・環境・

ガバナンス）」の実現に向けて貢献してまいります。 

 

１．社会的課題への取り組み 

社会的課題を見据えた製品を通じて新たな価値を創造することにより、事業を通じた社会的課題の解決と

企業価値の向上に努めます。 

 

２．環境問題への取り組み 

エネルギー多消費型の製紙事業の縮小による事業ポートフォリオの転換や環境配慮型製品の提供および

CO2 排出量の削減等により地球環境保全に努めます。 

 

３．人権の尊重と人財価値最大化への取り組み 

サプライチェーン全体を通して人権や多様性を尊重し、誰もが働きやすく誇りの持てる職場環境および人

財育成制度の整備に努めます。 

 

 

 

２．マテリアリティ（重要課題）について 

サステナビリティ基本方針に基づき、当社グループが事業活動を通じて特に解決に貢献できる ESG

関連の環境問題および社会問題について、各事業部から提出された課題を整理分類し、サステナビリ

ティ委員会での議論を踏まえ、当社として優先的に取り組むべき優先課題として７つのマテリアリテ

ィを特定いたしました。これら７つのマテリアリティは、事業活動に関する重要課題５つと事業を支

える経営基盤に関する重要課題２つで構成されています。 
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重要 

課題 
ESG マテリアリティ 取り組み課題 

関連する

SDGs 

事
業
活
動 

E
(

環
境) 

技術革新による新たな

価値創造と生産性向上 

・顧客や社会が５G や DX を展開する上で必

要な材料・部品・装置を提供するため、当

社が有する処方・プロセス技術を活かした

新製品・新技術の立ち上げ 

・材料開発を通じたイノベーション推進によ

り、顧客や社会の環境負荷低減、省エネ、

省資源に貢献する付加価値製品の展開と

ソリューションの提供 

・技術総合力を駆使し、共創イノベーション

を実現するための研究開発体制の強化と

創業以来培ってきた技術や新たに生み出

す技術など知的財産の創出・保護・活用 

  

 

 

E
(

環
境) 

環境負荷低減の実現 

・事業ポートフォリオ転換を進め、エネルギ

ー多消費型ビジネスを段階的・相対的に縮

小することにより、自社からの CO2 排出

量、廃棄物、排水量を削減 

・設備改善や生産効率向上により環境に配慮

した製造体制の強化 

・資源の有効活用、再生可能エネルギーの推

進 

・社有林の有効活用、製造および開発プロセ

スにおける低環境負荷材料の選択、積載効

率改善などサプライチェーン全体での環

境負荷低減 

  

 

  

 

S
(

社
会) 

安心安全な製品の供給 

・不確実性と複雑性の増加に備えたサプライ

チェーンの強靭化（生産体制の最適化、調

達先の多元化、代替原料の検討、DX 推進

等） 

・人権・原料由来を考慮した調達 

・災害（地震、火災、水害、騒音）対策 

・地政学リスクへの対応 

・その他事業リスク対応 

 

  

 

 

S
(

社
会) 

パートナーシップの強

化 

・パートナー企業との提携によりイノベーシ

ョンを創出・推進 

・アライアンスの活用（研究開発強化、技術

提携、販路拡大等） 

・事業を通じた地域と産業発展への貢献 

 

  

 

 

S
(

社
会) 

構造改革による経営効

率アップ 

・構造改革による既存分野での生産性向上 

・DX 活用による業務効率化   

経
営
基
盤 

S
(

社
会) 

人的資本の強化／ダイ

バーシティ＆インクル

ージョン 

・働きやすく、働きがいのある職場環境の整

備 

・労働安全衛生の向上と健康経営の推進 

・多様な人財活用の実現 

・人的資本の強化・成長を促す人財育成の実

現 
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G
(

ガ
バ
ナ
ン
ス) 

コーポレート・ガバナン

ス／コンプライアンス

の強化 

・グループベースでのコーポレート・ガバナ

ンスの強化 

・グローバル・コンプライアンスの強化 

・ステークホルダーとの対話強化および経営

への反映 

・安定的な財務基盤の強化 

  

 

 

３．今後の取り組みについて 

当社は「持続可能な社会の実現」と「中長期的な企業価値の向上」に向けて、創業精神に立ち返り、

将来のありたい姿の実現に向け事業を推進してまいります。また、今回特定したマテリアリティそし

て関連する取り組み課題を踏まえ、速やかに事業戦略へ落とし込んでまいります。 

事業戦略を検討するにあたっては、外部環境と内部資源に照らし、従来考慮してきた要素に加え、

環境・社会・ガバナンスの視点から、①気候変動、エネルギー、水資源、②人権問題・人的資本、③

ガバナンスへの対応、人財育成などの戦略オプションを抽出し、「既存事業の見直し」と「新規事業の

創出」を行ってまいります。そして、これらの事業戦略の実行状況をモニタリングするための適切な

KPI を設定いたします。これらにより、将来キャッシュフローの生成能力を向上させ、ひいては当社

グループの中長期的な企業価値の向上につなげることができると考えております。 

また、これらの取り組みに関して、今後予想される開示の義務化に備え、着実に準備を進めてまい

ります。 

以 上 

 

 

（参考）サステナビリティ推進体制 

当社は、サステナビリティ経営を推進するため、2022年11月15日に代表取締役社長CEOを委員長と

するサステナビリティ委員会を新設しております。そして同日付で設置したサステナビリティ委員会

事務局が当該委員会の運営および当社グループのサステナビリティ活動を進めております。 

サステナビリティ委員会は、当社グループにおけるサステナビリティ経営推進のための各種施策

（組織構築を含む）を企画・立案・実行することを目的としています。取締役会は、サステナビリテ

ィ委員会からの報告に基づき、当社グループのサステナビリティに関わる職務執行状況を監督してお

ります。 

 

【サステナビリティ推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
子会社

取締役会/監査等委員会

事業部門/横串部門

サステナビリティ委員会

報告 監督

情報提供 啓蒙

情報収集
施策立案

委員長 CEO

副委員長 経営戦略本部長、カンパニー長、業務本部長

事務局 経営戦略本部 企画GM

メンバー 事業部長、本部長、各事業部・本部企画GM　経本企画Ｇ員他

推進体制 サステナビリティ関連の執行機関として設置

開催頻度 原則四半期ごと、必要に応じて臨時開催

機能と役割 ・社内啓蒙活動、社外情報開示

・サステナビリティ戦略および基本方針の審議/決定

・事業活動のサステナビリティ視点からの検証・提言

・マテリアリティの特定

・ＫＰＩ設定

・モニタリング

サステナビリティ委員会


